
第19回遠州広域行政推進会議 次第

日 時 : 令和 3年 2月 10日 (水)  15：15～17：00 
会 場 : ひと・ほんの庭 にこっと 2階 視聴覚室

1 開会

2 座長あいさつ

3 開催市長あいさつ

4 報告事項

(1) 令和 2年度の取組状況について

(2) ふじのくに出会い応援事業について
※県の婚活の取組についての情報提供 

静岡県 健康福祉部 理事（少子化対策担当） 南野 剛 氏 

5 議題

外国人材の受入拡大に伴う多文化共生社会の推進について

（1）講演
講師：東京都立大学 人文社会学部 丹野 清人 教授

（2）意見交換

6 閉会



市 町

浜松市 市長 鈴木　康友

磐田市 市長 渡部　修

掛川市 副市長 久保田　崇

袋井市 市長 原田　英之

湖西市 市長 影山　剛士

御前崎市 （欠席）

菊川市 市長 長谷川　寛彦

牧之原市 市長 杉本　基久雄

森町 町長 太田　康雄

第19回遠州広域行政推進会議（2/10）
出席者一覧

出席者
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第 19回 

遠州広域行政推進会議 

会議資料 

開催日 令和 3年 2月 10日(水) 

開催地 磐田市 



会議資料 

資料 1 令和 2年度の取組状況
（外国人材の受入拡大に伴う多文化共生社会の推進について）

資料 2 ふじのくに出会い応援事業について

資料 3 多文化共生社会のコロナ禍における外国人住民の現状と課題



令和 2年度の取組状況 
（外国人材の受入拡大に伴う多文化共生社会の推進について） 

（1）外国人材の受入れ拡大に伴う多文化共生社会推進のための遠州広域行政推進会議 

担当課長会議 

① 日 時：令和 2年 7月 31 日（金）14:00～15:30 

② 会 場：オンライン会議（Zoom） 

③ 出席者： 

浜松市、磐田市、掛川市、袋井市、湖西市、御前崎市、菊川市、牧之原市 

※欠席：森町（資料事前提供あり） 

④ 概 要： 

＜成果等＞ 

・構成市町の多文化共生社会の推進に係る、多言語相談・情報提供をはじめとし

たさまざまな対応等の取組の共有が図られた。 

・第 18 回遠州広域行政推進会議で取り上げた検討テーマ「多言語対応」「地域 

共生」「防災対策」を踏まえ、広域連携の取組策を説明し、今後取り組んでいく

ことが了承された。 

・広域連携による事業実施に係わる負担金の徴収などの方法については今年度の

実施状況を踏まえ、検討する。 

＜広域連携の取組策＞ 

・浜松市主催による構成市町の参加可能な講座を設け、順次案内 

・今年度はパイロットケースとして参加無料で行うが、次年度以降の負担金徴収

を含めた実施については、講座受講後に実施するアンケート結果等も踏まえて

検討 

＜様 子＞ 

資料１ 



（2）多文化共生広域連携事業（第１弾） 

＜災害時多言語ボランティア養成研修【防災対策】＞ 

①参加者：バイリンガル在住外国人（ブラジル、フィリピン、ペルー、ベトナム 等） 

※遠州会議構成市町から各１名参加枠を設定⇒6自治体・延 19 名参加 

②概 要： 

第 1回 第 2回 第 3回 

日時 
令和 2年 10 月 24 日（土） 

14:00～16:00 

令和 2年 11 月 7日（土）

14:00～16:00 

令和 2年 11 月 21 日（土） 

14:00～15:30 

会場 

浜松市多文化共生センター 

（浜松市中区早馬町 2-1

クリエート浜松 4階） 

浜松市防災学習センター 

（浜松市中区山下町 192）

浜松市多文化共生センター 

（浜松市中区早馬町 2-1 

 1 階 ふれあい広場） 

内容 

・地震～今できること～ 

・住んでいる場所の危険性

を知る 

・防災グッズの紹介 

・ジェスチャーゲーム（非

常持ち出しについて） 

・防災学習センターの 

見学 

・グループワーク 

・家庭内災害図上訓練（DIG）

・大雨や台風発生時の行動

について 

・修了式 

講師 浜松市外国人防災リーダー 
浜松市防災学習センター 

職員 
浜松市危機管理課職員 

＜様 子＞ 

（3）多文化共生広域連携事業（第 2弾）【多言語対応・地域共生】 

＜多文化共生実務セミナー「外国人住民の生活の現実と支援者ができること」＞ 

① 日 時：令和 3年 1月 13 日（水）13:30～16:30 

② 会 場：オンライン（Zoom） 

③ 内 容：【第 1部】「外国人労働者の生活と現実～ハケンで働くということ」 

講師：東京都立大学大学院 丹野清人 教授 

【第 2部】「やさしい日本語～外国人に伝わる日本語を学ぼう」 

講師：公益財団法人浜松国際交流協会 内山夕輝 主幹 

（地域日本語教育総括コーディネーター） 

④ 対象者：社会福祉協議会職員、民生委員・児童委員、NPO 等支援団体 等 

※遠州会議構成市町の参加枠を設定⇒7自治体・計 16 名参加 



- 1 -

資料２



- 2 -



- 3 -



多文化共生社会のコロナ禍に
おける外国人住民の現状と課題

第19回遠州広域行政推進会議
東京都立大学 人文社会学部

教授 丹野清人

1

資料３



１．コロナ禍の外国人労働者

• 2008年のリーマンショックの時と比べると、極端な派遣切りは
起きていないが、失業者は着実に増えている。
•その一方で、就労し続けている者も多い→しかし、外国人労働
者の多くが働いているのはリモートワークができず、三密にな
らざるを得ない職場で働いている。
•三密職場は労働の現場が三密なだけではなく、通勤手段の中で
も三密なことが多い。
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図１．コロナ禍の求人動向
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２．静岡県西部の特徴
•浜松を中心に発達した輸送用機械器具製造に特徴付けられるこ
とから、人手不足のあり方も特徴的で、日本全体の動向と比べ
ると様々な違いがある。
•第一に、コロナ禍での有効求人倍率の動向を見ると、全国以上
に静岡県西部はコロナの蔓延に大きな影響を受けている（静岡
県自体のコロナ患者数は大して多くないのに）→図１。
•第二に、外国籍住民の増減のあり方も異なっている。→図２
（浜松の増減）と図３（日本全体の増減）
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図２．地方の動向と全体の動向が異なる
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図３．外国人労働者数の推移（全国）
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３．外国人労働者が地域に配分されるメカニズム
•業務請負業は、海外のエージェントと契約し（その多くは日系
人が経営している旅行社）、そこから一人送ってもらうごとに
800ドル～1000ドルを渡す。受入れた労働者を、８頁の表の明
細を元にした契約書を交わした企業・事業所に送り出す。
•監理団体も技能実習法という別の法律のもとでコントロールさ
れているが、ビジネスとしては、上記の業務請負業と同じビジ
ネスモデルで、経営している。9頁の表は監理団体と労働者の
受け入れ企業（実習先）が結ぶ明細書。
•この表の業務請負業の経営者と監理団体の実質的経営者は同一
人物であった。
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図４．外国人労働者の実際の働き方
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４．便利な労働力の働かされ方
•工場の稼働率に合わせた賃金高になる。正社員であれば負担し
くてはならない部分を回避することができるだけでなく、工場
の稼働に100％合わせることが、無駄のない経営資源となる。
ここに旨味が見出される。
•工場の稼働率に合わせた雇用になるから、おなじ場所で働き続
けるというのは少なく、3年から5年という中期的な時間軸で見
ると、転職や稼働地の移動が入ることは珍しくない。その一方
で、居住地での長期定住化も見られる（図５）。
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図５．浜松市での外国人住民の定住・定着化
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５．コロナ禍で求められる広域行政の連携
•外国人労働者とその家族の生活圏は、日本人より広い範囲で成
立していることが多い。
•親世代＝便利な労働力として使われる中で雇用を連続させよう
とすると、就労場所＝稼働地を移動していくことは欠かせな
い。しかし、全く別の業種に転職することはほとんどないの
で、一つの産業構造の中での移動が多い。
•子世代＝外国につながる子のさまざまな学習支援、フリース
クール等は居住地に存在するとは限らず、基礎自治体を跨がな
いと教育資源にたどり着けないのは珍しくない（義務教育課程
であっても）。
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• そもそも三密環境で働く労働者（親世代）は、労働している場所で
コロナウイルスをもらってしまう可能性は高い。しかも、通勤も三
密な環境であることは珍しくない。
• 子供の場合、親が家庭に持ち込みそれを家庭内感染する可能性、外
国につながる子のための教育支援の場所までの距離が遠いと通学で
感染する可能性、教育支援の場所で友達やボランティアから感染す
る可能性がある。
• コロナに関する公衆衛生行政は、基礎自治体を単位とした保健所を
中心によってなされるから、現実に外国人のコロナ患者が出てし
まった場合には、労働者の居住自治体ばかりか、労働者とその家族
の生活圏の濃厚接触者調べができなくてはならない。
→これまで以上の行政間の連携が求められる。
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６．終わりに
•基礎自治体の中で、外国人住民に対する行政は、どうしても国
際課がオールラウンダーになって、外国人住民に対するあらゆ
るサービスを行うという形になっている。（定常状態ならこれ
でもいいかもしれない）
•コロナ禍のもとでは、基礎自治体の役所の中で、国際課だけが
外国人を担当するだけでなく、保健・公衆衛生行政担当セク
ションとは絶えず情報の交換やスムースな連携が行われなくて
はならないし、基礎自治体間でもこれがなされないと、生活圏
が基礎自治体間を超えて成立する多くの外国人住民を守ること
ができない。
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•基礎自治体間で、外国籍住民の人数も違えば、これまでの外国
籍住民に対する住民サービスの経験も違う。とりわけ、外国籍
住民に対する住民サービスには、役所の中だけの資源で対応す
ることはできず、民間のNPO組織がどれだけ地域に育っている
かで違いが発生せざるを得ない。
•人口規模の大きな基礎自治体ほど資源も経験も持ちがちである
ので、そこは人口規模の大きな基礎自治体が周囲をカバーしな
くてはならない部分も出てくるだろう。
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